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石川県における中小企業の労働事情
～平成 18年度中小企業労働事情実態調査結果～
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0 20 40 60 80 100

0 20 40 60 80 100

24歳以下 
25～34歳 
35～44歳 
45～54歳 
55～59歳 
60～64歳 
65歳以上 

100～300人 

30～99人 

10～29人 

1～9人 

石川県　計 9.3 25.2 22.2 19.3 13.9 6.2 4.0

12.9 26.8 20.8 15.6 13.4 6.1 4.4

9.3 25.4 22.1 19.0 14.4 5.9 3.9

5.4 24.2 23.9 23.8 13.1 6.6 2.9

3.3 16.3 23.9 26.8 13.4 8.6 7.7

9.3 25.2 22.2 19.3 13.9 6.2 4.0

12.9 26.8 20.8 15.6 13.4 6.1 4.4

9.3 25.4 22.1 19.0 14.4 5.9 3.9

5.4 24.2 23.9 23.8 13.1 6.6 2.9

3.3 16.3 23.9 26.8 13.4 8.6 7.7

24歳以下 
25～34歳 
35～44歳 
45～54歳 
55～59歳 
60～64歳 
65歳以上 

100～300人 

30～99人 

10～29人 

1～9人 

石川県　計 10.6 24.2 22.8 22.1 13.8 4.5 2.1

11.6 24.4 21.7 22.1 13.5 4.8 1.9

8.6 27.5 22.5 22.3 13.3 4.0 1.9

9.5 10.2 21.2 33.6 13.9 6.6 5.1

10.7 23.8 25.8 19.4 14.8 3.6 1.8

10.6 24.2 22.8 22.1 13.8 4.5 2.1

11.6 24.4 21.7 22.1 13.5 4.8 1.9

8.6 27.5 22.5 22.3 13.3 4.0 1.9

9.5 10.2 21.2 33.6 13.9 6.6 5.1

10.7 23.8 25.8 19.4 14.8 3.6 1.8

男性 

女性 
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0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

環境規制の強化 

情報化の遅れ 

後継者難 

金融・資金繰り難 

納期・単価等の取引条件の厳しさ 

製品価格（販売価格）の下落 

人件費の増大 

安価な輸入品の増大 

原材料・仕入品の高騰 

同業他社との競争激化 

大企業等の進出 

製品開発力・販売力の不足 

販売不振・受注の減少 

取引先の海外シフトによる影響 

人材不足（質の不足） 

労働力不足（量の不足） 
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強化拡大 39.5

現状維持 52.0

縮　小 7.8

廃　止 0.4

その他 0.3
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25.0 

20.0 

15.0 

10.0 

5.0 

0
38時間以下 38時間超 

40時間未満 
40時間 40時間超 

44時間以下 

10.6

29.0

51.4

9.0

食料品 5.6

繊維・同製品 12.5

木材・木製品 10.0

機械器具 4.8

その他 6.7

金属・同製品 9.1

運輸業 27.3

建設業 4.2

卸売業 12.9

小売業 10.5

サービス業 13.3
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主に書面を 
交付している 
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正社員よりも範囲を 
限定した仕事 
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 ほぼ同額 ９割程度 ８割程度 ７割程度 ６割程度 
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職務内容が 
違うため 

責任の重さが 
違うため 

勤務時間の 
選択性があるため 

残業時間・回数が 
違うため 

正社員には 
企業への貢献が 
より期待できるため 

もともとそういった 
契約内容で労働者も 
納得しているため 

正社員の賃金を 
下げることが 
できないため 
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基本給を 
引き上げる 

賞与を支給、 
または引き上げる 

退職金を 
支給する 

手当（退職金を 
除く）を支給、 
または引き上げる 

グループリーダー等 
責任ある地位に 
登用する 

正社員に 
転換する 

特別な処遇は 
していない 
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平成 19年度石川県商工労働観光主要施策の概要
1　交流が盛んな特色ある地域づくり

（1）三大都市圏誘客 1千万人構想と海外誘客 3倍増構想の推進

―　推進体制の整備

石川県観光創造会議の開催 1,195 千円

観光総合プロデューサーの設置 544 千円

―　三大都市圏誘客 1千万人構想の推進

スペシャルガイドが案内する石川ならではの旅の提案 7,000 千円

能登のキリコ祭りなどの観光素材を加えた「本物を巡る旅」の充実、

 いしかわの魅力を語る夜学講座の開催

三大都市圏等における観光石川の発信 66,700 千円

 旅番組などを活用した効果的な情報発信の実施、

加賀百万石ウォークの実施、旅行代理店企画担当者招へいなど

首都圏における「いしかわの食談義」の開催 1,679 千円

ターゲットを絞った効果的な情報発信による誘客促進 4,000 千円

 退職者会、老人クラブなどを対象としたシルバーウェルカムキャンペーン、

「アニバーサリー だから いしかわ」キャンペーンの実施など

 東海北陸自動車道開通記念キャンペーンの実施 2,500 千円

観光キャラバン隊によるマスコミ訪問、観光 PRイベントの開催など

 観光ホームページ「ほっと石川旅ネット」による情報発信 3,163 千円

管理運営業務を観光連盟に移管し、内容を充実

石川県観光物産 PRセンターに対する支援 15,700 千円

アンテナショップの運営及び観光情報の発信

―　海外誘客 3倍増構想の推進

中国、韓国、台湾等からの誘客促進 24,200 千円

 中国進出企業の現地採用社員等の招へいに対する助成、

 韓国での大型ビジョンによる CM放映、

台湾全国紙への広告掲載、

 オーストラリア全国紙への広告掲載など

―　新たな旅行ニーズへの対応と観光地の魅力アップ

 産業観光のモデル実施 5,000 千円

産業観光資源のデータベース化、モデルコースの作成への支援など

グリーン・ツーリズムの推進 5,400 千円

既存観光施設を組み合わせた旅行商品造成支援、

 農家民宿開業講座の開催など

 トンネル水槽「イルカたちの楽園」のオープン（のとじま水族館、H19.3.31）

観光地の魅力創出への支援 38,800 千円

市町の計画に基づくハード、ソフト事業への支援

―　戦略的なコンベンションの誘致

 国際学会誘致の強化（H20 から適用）

助成単価　国外参加者 8,000 円→ 16,000 円（上限 7,000 千円）

 冬季コンベンション誘致制度の創設（H20 から適用）

助成単価　全国大会　800 円 / 人（上限 4,000 千円）
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2　個性を活かした文化と学術の地域づくり

（1）伝統文化の継承･発展と新たな文化の創造

―　金沢城の魅力の発信

「金沢城・兼六園四季物語」の展開 16,000 千円

金沢城や兼六園を活用した多彩なイベントを開催

（2）世界に開かれた多文化の共生と交流

―　外国人との共生･交流社会づくりの推進 5,000 千円

 市町等における取り組み指針の策定、

 地域における外国人の日本語学習支援など

―　石川国際交流フェスティバルの開催 900 千円

在住外国人との交流促進イベント（  能登地区）

―　日本語・日本文化研修センターの運営 30,451 千円

本県独自の日本語・日本文化研修プログラムの実施

―　南米地域県人会の子弟との相互交流の実施 3,872 千円

高校生 4名、文化講師 2名を派遣

―　中国江蘇省との地域活性化交流の推進 25,738 千円

経済・観光・人材・環境分野での交流

3　競争力のある元気な産業づくり

（1）産業活力を支える人材の総合的育成及び確保

 県内企業の人材育成・確保の支援

―　産業人材の確保・育成・定着に対する支援 5,000 千円

総合窓口の設置とアドバイザーの配置（産業創出支援機構）

―　  企業による人材育成の促進 2,000 千円

人材育成のモデル的取り組みに関する事例集の作成、

人材育成優良企業に対する表彰制度の創設、フォーラムの開催など

―　石川経営天書塾の開催 1,500 千円

県内企業等の実例を教材にした企業経営のケーススタディ

―　高度専門技術人材の確保 1,850 千円

相談窓口の設置、首都圏等の人材紹介会社とのネットワーク構築

―　UI ターンの促進 12,754 千円

首都圏における土曜相談窓口の設置、求人・求職情報の提供

 UI ターンコーディネーターの配置によるマッチング支援

 若年人材の育成・確保の推進

―　  若者しごと情報館とジョブカフェ石川の統合による機能の充実 68,400 千円

企業の若年人材確保への支援、若者の適切な職業選択への支援など

―　  新卒学生等の確保 1,500 千円

理工系大学と県内企業とのマッチング支援、

首都圏等の県内出身学生に対するUターン・インターンシップの実施など

―　若年者向けデュアルシステムの実施 13,459 千円

企業実習と一体となった教育訓練

―　ものづくり技能継承塾の開催 7,636 千円

小松産業技術専門校における機械加工・溶接技能訓練の実施

―　若年者職場実習の実施 42,500 千円
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―　フリーター等に対する就職準備講座の実施 5,000 千円

―　ニートの職業的自立の促進 3,000 千円

NPOが行う通所式生活訓練、就職基礎訓練、企業実習への支援

 産業人材の裾野の拡大

―　女性再チャレンジ支援室の運営 10,721 千円

キャリアコンサルタントの配置、少人数制セミナーの開催、

受講者等に対する託児サービスの提供など

―　女性職場実習の実施 18,500 千円

―　OB人材の活用促進 7,300 千円

退職者を対象としたスキルアップ講座の開催

（2）産学・産業間連携による新産業の創出

―　プラットフォームの整備と重点分野のマッチング 9,850 千円

 経済環境の変化等に対応する産業革新戦略中間レビューの実施、

ニーズ・シーズの発掘、産学連携コーディネート協議会の設置、

分野別マッチング研究会の設置、支援企業のフォローアップ

―　製品化・事業化につながる研究開発の支援 37,000 千円

国の大型プロジェクト採択に向けた可能性調査、

新技術・新製品の研究開発に対する支援など

―　研究開発成果の実用化支援 82,435 千円

試作品の評価・改良など

―　脳機能計測診断支援システムの開発研究 5,000 千円

知的クラスター創成事業（5億円× 5年間（H16~20））に対する支援

―　大学の研究シーズを活用した新事業の創出支援 24,850 千円

いしかわ大学連携インキュベータ（i-BIRD）の入居企業に対する賃借料助成、

 大学と連携したインキュベータ入居企業への研究助成

―　「石川新情報書府」第 3期構想の推進 33,000 千円

 地場産業と連携したコンテンツ産業の新たなビジネス展開への支援など

―　繊維産業の非衣料分野への進出強化 6,000 千円

 産業資材等非衣料分野における商品開発から販路開拓までの助成

―　今後の成長を支える重点分野の研究開発（工業試験場） 40,350 千円

情報通信、生命科学・バイオ、ナノテク・新素材、環境分野

―　実用化・製品化促進のための企業参画型研究開発（工業試験場） 3,000 千円

公募企業の参画による共同研究開発

（3）本県産業の国際競争力の強化

 次世代型企業の育成・支援

―　  モノづくり産業クラスター構想の策定 7,000 千円

世界に冠たるモノづくり拠点の構築に向けたアクションプラン

―　  モノづくり産業の生産技術高度化のための研究開発の支援 12,000 千円

―　次世代型企業群の創成支援 13,000 千円

新たなニッチトップ企業等の育成のための集中支援

―　  革新的ベンチャー企業の創出と育成 9,900 千円

公開審査による支援企業の認定と支援機関等とのマッチング

スタートアップ資金の助成、支援チームによる起業後初期の集中支援
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―　いしかわサイエンスパークの新産業創造拠点化 61,174 千円

いしかわフロンティアラボ入居企業に対する賃料助成

いしかわクリエイトラボ入居企業に対する支援

―　知的財産の戦略的活用支援 7,500 千円

知的財産の活用診断の実施、  特許マップの作成支援、

開放特許活用による事業化可能性調査、知的財産セミナーの開催など

―　  地域資源を活用した新商品の開発・事業化の総合的支援 3,500 千円

産業化資源活用推進本部の設置、基本構想の策定、

専門家派遣による事業計画の策定支援

―　新たな販売ルートの開拓

石川ブランド優秀新製品の販路開拓支援 27,600 千円

見本市出展に対する支援、専門家による集中指導など

いしかわ新商品トライアル発注制度による販路開拓支援 3,000 千円

県や民間企業による使用評価のフィードバック

―　本県企業の海外戦略の強化

国際ビジネスサポートデスクの運営 1,700 千円

中国における販路開拓支援 11,000 千円

中国ビジネス研究会、展示商談会の開催（江蘇省、上海）など

韓国における販路開拓支援 4,000 千円

大邱 ITベンチャー企業との商談会の開催

 戦略的な企業誘致の推進

―　創造的産業等立地促進条例による企業誘致の推進 827,000 千円

―　雇用拡大関連企業立地促進補助金による企業誘致の推進 888,000 千円

（4）重要港湾の国際物流拠点化と港湾活用型企業の集積促進

―　金沢港・七尾港の活用促進

金沢港への新規航路等の誘致促進 1,000 千円

 引船使用料の助成

国内外でのポートセールス等の実施 10,150 千円

（5）地場産業の経営安定化と基盤強化

 企業の状況に応じたきめ細かな支援

―　地場産業の経営安定・基盤強化に向けた総合支援

再生・事業転換・創業・経営革新・連携支援プログラムの推進 21,530 千円

計画策定支援、専門家派遣による指導など企業の取り組み支援

創業者支援融資の拡充 新規融資枠　3,000,000 千円

新規融資枠 20億円　→　30 億円

経営革新等支援融資の拡充 新規融資枠　5,000,000 千円

新規融資枠 40億円　→　50 億円

―　  地域・業種・企業規模を踏まえた競争力の向上

能登地域の小規模企業に対する支援の強化 21,029 千円

商工会連合会広域指導センター能登サテライトの設置

設備貸与制度等に対する新たな利子補給制度の創設

不況業種に属する小規模企業等への利子補給（0.25%）

小規模企業に対する経営革新等支援融資利率低減（2.25%　→　2.15%）
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―　  中小企業の事業承継に対する支援 2,000 千円

意識啓発セミナーの実施、相談・指導体制の拡充強化、

制度融資の事業実績 1年要件の撤廃など

 伝統産業の振興

―　  伝統産業振興室の設置（商工労働部）

―　伝統工芸の新分野開拓に取り組む企業等への支援 11,000 千円

―　伝統的工芸品の利用促進 4,000 千円

 一般公募による利用促進モニターの設置、女性誌等での広告掲載

―　伝統的工芸品見本市などの開催に対する支援 22,000 千円

いしかわ伝統工芸フェア（H20 年 2月、東京）

 伝統的工芸品月間中部地区まつり（H19 年 10 月、金沢）

―　伝統工芸産業の海外展開支援 8,233 千円

海外見本市出展、コーディネーター確保、海外のギャラリー出展への支援

―　  国際ガラス展 2007 の開催支援（H19.8.30 ～ 9.4） 11,000 千円

4　みんなで支える安らぎのある社会づくり

（1）少子化対策最先進県を目指した取り組みの拡充

 社会全体による子育て支援の推進

―　企業における次世代育成支援の取り組みの促進 2,200 千円

ワークライフバランス企業の登録・表彰、

 一般事業主行動計画の策定に対する支援（従業員数 100 人以上 300 人以下）

（2）男女共同参画社会の形成と人権の尊重

 男女共同参画社会の形成

―　女性再チャレンジ支援室の運営（再掲） 10,721 千円

キャリアコンサルタントの配置、少人数制セミナーの開催、

受講者等に対する託児サービスの提供など

―　女性職場実習の実施（再掲） 18,500 千円

5　自律した持続可能な地域づくり

（1）中心市街地の再生・活性化

 魅力ある商店街づくり

―　商店街の賑わい創出のための取り組みへの支援 9,000 千円

マーケティング等調査、不足業種誘致等のための個店改修

6　地方分権時代における自立的かつ持続可能な行財政基盤の確立

（1）時代の変化や市町・民間との役割分担を踏まえた県行政の守備範囲の見直し

 事務事業の見直し、市町・民間への業務移管

―　計量検査業務の民間活用

 公社外郭団体の見直し

―　県民ふれあい公社健民スポレクプラザの運営見直し

利用料金制の仕組みを活用した管理委託への移行
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組合決算期を迎えたら～決算事務手続について～
手　続　事　項 備　　　　　考

決
算
事
務

年度末締切
（1）棚卸表作成 （2）帳簿整理
（3）帳簿締切 （4）組合員名簿整理

決算関係書類の
作成

（1）事業報告書 （2）財産目録
（3）貸借対照表 （4）損益計算書
（5）剰余金処分案又は損失処理案
（6）事業計画案、収支予算案

組合は、各事業年度に係る財産目録、貸借対照表、損
益計算書、剰余金処分案又は損失処理案（「決算関係
書類」）及び事業報告書を作成しなければならない。

監
査

監事への「決算関係書類」「事業報告書」の提出
決算関係書類及び事業報告書は、監事の監査を受けな
ければならない。

監事は、監査方法・内容等を記した監査報告書を作成し、理
事へ提出

「決算関係書類」及び「事業報告書」を受領した日か
ら 4週間経過した日、もしくは理事との合意により
定めた日のいずれか遅い日までに提出すること。
（※ただし、4週間以内に監事が通知することは可能）

理
事
会

理事会招集通知
理事長は、理事会の会日の 1週間前までに、各理事
に対し、理事会招集通知を発しなければならない。
（監事に業務監査権限がある場合は各監事にも）

理事会開催

（1）「決算関係提出書類」「事業報告書」の
承認

（2）通常総会提出議案審議の件
（3）通常総会開催日時および場所決定の件
（4）その他

理事会において、通常総会の開催及び議案の議決をす
るとともに、監事の監査を受けた「決算関係書類」「事
業報告書」の承認を行う

備
置 「決算関係書類」「事業報告書」の備置・閲覧

組合は、通常総会の会日の 2週間前までに、「決算関
係書類」「事業報告書」を主たる事務所に、それらの
写しを従たる事務所に備え置き、組合員の閲覧に供す
る。

総
会
・
理
事
会

通常総会招集通知

理事長は、通常総会の会日の 10 日前までに組合員に
到達するよう、総会招集通知を発する。総会招集通知
には、議案のほか、会議の日時、場所等会議の目的た
る事項を示すとともに、理事会の承認を受けた「決算
関係書類」「事業報告書」「監査報告」を添付し、組合
員に提供しなければならない。

通常総会開催
（1）決算関係書類承認の件
（2）事業計画書、収支予算書の承認
（3）その他

理事会開催
（招集手続省略
可）

（1）役付理事選任の件　（2）その他

総会終了後の事務処理
（1）議事録作成 （2）剰余金処分、損失処理振替
（3）持分計算 （4）持分払戻　（5）配当

行
政
庁
へ
届
出
・

認
可
申
請

行政庁への決算関係書類提出 通常総会終了後、2週間以内に行う。

行政庁への役員変更届 代表者が就任してから、2週間以内に行う。

定款変更認可申請 総会終了後、すみやかに行う。

認可書到達
登記事項は、定款変更認可書が到達してから 2週間
以内に行う。

登
記

代表理事変更登記 代表者が就任してから、2週間以内に行う。

出資総口数および払込済出資総額変更登記 決算日より 4週間以内に行う。

事務所の変更（定款変更を伴わない場合） 変更から 2週間以内に行う。

変更登記〔上記 3つ以外のもの（定款変更必要）〕 定款変更認可書が到達してから 2週間以内に行う。

税
務

納税申告および
納税

（1）法人税　　　（2）事業税　（3）県民税
（4）市町村民税　（5）消費税

（総会で決算を確定したうえで）決算日から 2ヶ月以
内に行う。

※組合法改正により、決算事務手続について、従来と変更点があります。法の規程及び定款に基づいて事務手

続を行って下さい。

　行政庁への届出・認可申請の際は、様式に基づいて提出する必要があります。

　定款変更について、その内容によっては事前に協議を要する場合もありますので、総会開催前にご相談下さい。

　ご不明な点がありましたら、お気軽に石川県中小企業団体中央会までご相談下さい。（TEL 076－ 267－ 7711）
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個別専門相談室開催のご案内
さて、このほど組合並びに組合員のみなさまが直面する多種多様な問題に対応するため、本

会では個別に専門家を招聘し、個別専門相談室を設け、下記により開催することになりました。

なお、相談につきましては、組合等、中小企業任意グループ及び公益法人等についても対象

となります。又、相談は無料となっておりますのでお気軽にご相談ください。

相談希望の方は当日までに本会へご連絡願います。

TEL 076-267-7711　担当　総務課

《日　程》

《場　所》

金沢市鞍月２丁目２０番地

石川県地場産業振興センター新館５階　石川県中小企業団体中央会　会議室

平成 19 年度中央会役員会、表彰式
並びに通常総会の日程について

●開催期日　平成 19 年 5 月 25 日（金）

①役員会

　開催場所　石川県地場産業振興センター　本館　第 1会議室

②表彰式及び第 52 回通常総会

　開催場所　石川県地場産業振興センター　本館　大ホール

③懇親パーティー

　開催場所　石川県地場産業振興センター　本館　アイエリア

　※なお、時間等詳細につきましては、決まり次第、ご案内いたします。
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平成 19 年度中小企業制度融資説明会のご案内
事前の申し込みは必要ありませんので、直接最寄りの会場にてご参加下さい。

開　催　日　時 開　催　場　所 制　度　説　明　機　関

平成 19年 4月 12 日（木）
10：00 ～

松任産業会館 3階
　301・302 号室

・石　川　県

・石川県信用保証協会

・開催各市の商工担当課

・財団法人石川県産業創出支援機構

・社団法人石川県鉄工機電協会

・商工組合中央金庫

・中小企業金融公庫

・国民生活金融公庫

平成 19年 4月 12 日（木）
14：00 ～

石川県地場産業振興センター
　本館 3階第 5研修室

平成 19 年 4月 13 日（金）
10：00 ～

小松商工会議所
　3階 305・306 号室

平成 19 年 4月 13 日（金）
14：00 ～

加賀商工会議所
　3階会議室

平成 19年 4月 16 日（月）
10：00 ～

羽咋市商工会館
　2階会議室

平成 19年 4月 16 日（月）
14：00 ～

七尾産業福祉センター
　2階研修室

平成 19年 4月 17 日（火）
13：00 ～

輪島商工会議所
　大会議室

平成 19年 4月 18 日（水）
13：00 ～

珠洲商工会議所
　1階第 1研修室

平成 19 年 4月 19 日（木）
14：00 ～

かほく市立宇ノ気図書館
　3階視聴覚室

平成 19年 4月 20 日（金）
14：00 ～

寺井社会福祉センター
　1階視聴覚室

共　　　催：石川県商工会議所連合会、石川県商工会連合会

お問合せ先：石川県中小企業団体中央会　情報企画課　TEL 076-267-7711
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65 歳雇用導入プロジェクト事業だより
「平成 18 年度 65 歳継続雇用導入に関する実態調査」を実施しましたので、調査結果の概要につい

て報告します。なお、調査時点は平成 19年 1月 1日現在です。

Ⅰ．調査票の回収状況（有効回答　127 社　回収率　42.6％）

Ⅱ．調査結果

１、平成 18 年 4 月 1 日から施行された「改正高年齢者雇用安定法」への対応はどのようにおこな

いましたか（その予定ですか）。

有効回答 127 社のうち、85.0％（108 社）の企業が継続雇用制度を導入している（その予定）

としている。また、定年制の延長、廃止（その予定）としている企業が 4.7％（6社）、その他が 7.9％

（10 社）であった。その他の具体的回答としては、「既に制度を導入済み」、「定年がない」、「関

連会社にて再雇用」があったと回答した内容であった。

２、高年齢者雇用の対象者の処遇について。

①　正社員でこの制度の対象となる方の身分はどうなりますか。

有効回答 127 社のうち、50.4％（64 社）の企業が、現在の正社員からパートタイマー・嘱

託に変更になるとしている。また、正社員のままであるとした企業が 27.6％（35 社）、アル

バイト 0.8％（1社）、対象により異なるとした企業が 11.8％（15 社）、その他が 3.1％（4社）

であった。その他の具体的回答としては、「契約社員」、「関連会社の正社員」であった。以上

により、全体の半数以上が何らかの形で高齢者の雇用形態を変更していることが伺われる。

②　この制度の対象となる方の勤務時間はどうなりますか。

有効回答 127 社のうち、59.8％（76 社）の企業が変わらないとしている。また、短くなる

とした企業が 10.2％（13 社）、対象により異なるとした企業が 21.3％（27 社）、その他が 2.4％

（3社）であり、長くなるとした企業はなかった。その他の具体的回答はすべて「本人の意思・

希望」であった。高齢者の勤務時間については、従来どおりか短くなる傾向が伺われる。

③　この制度の対象となる方の賃金はどうなりますか。

有効回答 127 社のうち、48.8％（62 社）の企業が減るとしている。どの程度減少するか

は、30％～ 40％の範囲が最も多く 18社、次いで 20％～ 30％が 11 社、40％～ 50％が 11 社、

50％～ 60％が 7社、60％以上が 4社であった。また、変わらないとした企業が 7.9％（10 社）、

対象により異なるとした企業は 36.2％（46 社）で、増えるとした企業はなかった。

④　この制度の対象となる方の賞与はどうなりますか。

有効回答 127 社のうち、40.9％（52 社）の企業が支給するとしている。また、支給しない

とした企業が 21.3％（27 社）、対象により異なるとした企業が 28.3％（36 社）、その他が 2.4％

であった。その他の具体的回答としては、「減額支給」、「パート以外支給」、「本人と相談」があっ

た。

３、既にこの制度の対象となった社員がいる方についての給付金の利用について

有効回答 127 社のうち、45.7％（58 社）の企業が、給付金を用いた（その予定）としている。

また、給付金を用いていなかった（その予定）としている企業は 22.8％（29 社）あった。無回

答が 31.5％（40 社）で、理由としては、まだ制度の対象となる社員がいないことが考えられる。
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４、この制度の導入によって期待する効果にはどのようなものがありますか。

65 歳継続雇用制度導入によって期待できる効果については、「高齢者の能力を活用できる」

（66.9％）、「企業の社会的な責任を果たすことができる」（57.3％）、「高齢者の就労意欲に応え

ることができる」（50.8％）が多くあげられており、「労働組合からの要請に応えることができる」

（6.5％）、「雇用調整に対応しやすくなる」（4.8％）という意見は少なかった。その他の具体的回

答（2.4％）としては、「公的年金支給までの所得確保」があった。

５、この制度の導入によって期待した効果は達成されましたか。

前問（問い 4）に回答した 124 社のうち、期待効果が達成された・どちらかというと達成さ

れたとする企業が 45.1％（56 社）であり、約半数の企業において導入の効果が達成されたこと

が伺われる。一方、達成されていない・どちらかというと達成されていないとする企業も 2.4％

（3社）とわずかであるがあった。

６、制度導入にあたり特別に配慮したこと。

65 歳継続雇用制度導入の際に配慮したことについては、「適職への配置、仕事の分担の調整」

（48.5％）、「仕事量の調整」（42.6％）が多くあげられており、次いで「労働時間の短縮、勤務

時間の弾力化」（24.8％）、「安全衛生、健康面での配慮」（20.8％）となっている。その他の具

体的回答（13.9％）としては、「残業削減」、「現状のまま」、「事例がなく、対象事例が発生した

段階で考慮する」、「もとより定年制なし」があった。

７、この制度を進める上での問題点にはどのようなものがありますか。

制度導入を進める上での問題点については、「対象となる高齢者すべてが十分な資質を有して

いるわけではない」（63.3％）が突出しており、次いで「社会保障費の負担が大きい」（26.5％）、「高

齢者は勤労意欲が低下している」（19.7％）となっている。いずれにしても高齢者の資質、労働

能力、意欲など個人的な側面に関する問題点が多いことが伺われる。

８、この制度導入に当たって 10 項目を掲示し、そう思う項目を 5、そう思わない項目を 1として、

5段階で回答してもらった。

10 項目として、①導入した制度はわが社に有用である。②従業員のモラールが向上した。③

低コストで高齢者の知識・技能が活用できた。④人事管理が煩雑になった⑤若年者の雇用が困

難になった。⑥人件費以外のコストが増えた。⑦新しいことに対する取り組みが困難になった。

⑧組織に柔軟性がかけるようになった。⑨技術・知識の伝承が円滑に進んだ。⑩人材確保難が

解決した。

回答を見てみると、「導入した制度はわが社に有用である」の内容を見ると、回答に多少の

ばらつきは見られるものの全体としてはどちらかというと「有用である」という結果であった。

これと類似した結果となったのが、「低コストで高齢者の知識・技能が活用できた」、「従業員の

モラールが向上した」、「人材確保難が解決した」である。こうした企業にとってプラスとなる

ことが制度導入を「有用である」と判断する要因となっているのではないかと推測される。一方、

それ以外の項目は、企業にとってはマイナスとなることであり、その回答はどちらともいえない・

どちらかというとそう思わない範囲に入る結果となった。　また、「若年者の雇用が困難になっ

た」、「人事管理が煩雑になった」については、解答のばらつきが大きく、判断の分かれるとこ

ととなった。
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